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１ はじめに 

  

食品産業は、原材料の加工から消費者に商品を届ける小売まで幅広く事業者が存在

している。本方針では、食品のサプライチェーンの中核である、原材料を加工し最終

製品を製造するまでの食品製造業について、事業者が抱える課題とその解決の方法、

東京都の行政としての支援の方向性をまとめたものである。 

 

東京の食品製造業は、近年事業所数は減少傾向にあるが、都内に約 1,200 の事業

所があり、そのうちの９割以上を中小・零細企業が占めている。また、製造品出荷額

は、年間約 7,800 億円に達し、これを業種別に見ると輸送用機械、印刷・印刷関連

業などに次いで第４位を占めており、都内の経済活動を支える重要な産業と位置付け

られている。 

  

東京都は、食品製造業に対して、平成２年、都内の中小食品製造業者からの要望を

受け、東京都立食品技術センターを新たに設置し、このセンターを中心に、加工技術

の高度化、地域の特産品の開発、販路開拓などの支援を行ってきた。これまでの間、

平成 18年には、センターの運営に指定管理者制度を導入するととともに、運営主体

も東京都中小企業振興公社から東京都農林水産振興財団に変わり、食の安全・安心の

確保に加え、都内産の農林水産物を生かした商品開発など、生産現場との連携を重視

した支援を展開している。 

  

一方、食品産業を取り巻く状況は、少子高齢化の進展や共働き世帯の増加によるラ

イフスタイルの変化などに伴い、調理した食品や健康の維持・増進に効果のある機能

性食品への消費者ニーズ等が着実に広がるなど急速な変化が進んでいる。また、バイ

オテクノロジーやＩoＴなど、先進技術を製品開発や製造工程に取り入れる動きも進

んでおり、食品製造業者はこうした面からの対応も必要になっている。 

  

こうした中、自律的な改革を進める都政改革本部において、都立食品技術センター

のあり方の見直しが提起され、平成 31 年１月には、「都立食品技術センターが持つ

機能の抜本的な見直しによる中小企業支援機能の強化」との見直しの方向性が示され

た。このため都は、食品産業に知見を有する外部有識者や業界団体の代表者による専

門家会議を設置するなど、今後の食品産業振興のあり方について検討を進め、先般、

専門家会議から「食品産業振興に向けた提言書～中間まとめ～」が示された。この提

言を踏まえ、都としての今後の食品産業の支援の方向性を明らかにするため、この度、

「食品産業振興に向けた支援方針 中間のまとめ」を取りまとめた。これに基づき、

都による食品産業振興を質と量の両面から充実していくことを重要なテーマと位置

付け、様々な取組を進めていかなければならない。 
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２ 食品製造業をめぐる社会情勢の変化と都内食品製造業の現状 

（人口減少と高齢化） 

◎ 人口の増減は食品の消費量に大きな影響を及ぼし、食品製造業にとって市場

規模を左右する重要な要素の一つである。 

 

◎ 東京都において食品需要を生み出す人口については、2025 年をピークに減

少に転じると予測されている。また、東京 23 区における高齢化率は 2025

年以降、急速に進むと予測されている。 

 

◎ 東京都の人口に関して、2040年の人口規模は 2015年とほぼ同水準である

ものの、その年齢構成が異なっており、食に対する需要（量、質、嗜好等）や

消費者行動も大きく変化するものと予測される。 
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図表：都市規模別の高齢者人口（65歳以上）増加率（万人） 
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（世帯構造の変化） 

◎ 食品に対するニーズは、消費者がどのような形態で食事をとるかなど、ライフ

スタイルの影響を受けるとされ、その変化を捉えるうえで、世帯の構成状況は

重要な要素となる。 

 

◎ 家族類型別の世帯数をみると、2020 年～2050 年にかけて、65 歳以上の

単独世帯及び夫婦のみの世帯の割合が増加する一方、夫婦と子供からなる世

帯は減少しており、少子高齢化の傾向が継続していく。 

 

◎ 特に高齢者の単独世帯の比率は、2050 年には 1995 年比で約 4.4 倍増加

する予測となっている。また、共働き世帯は年々増加している。 

 

◎ 単独世帯や共働き世帯の増加傾向は、今後も継続すると考えられ、食品製造業

においてもこれらの世帯をターゲットとした商品開発等に商機が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表：共働き等世帯数の推移 

出典：東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業 2018」 

図表：家族類型別一般世帯数の推移（東京） 
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（食品市場の変化） 

◎ 食品市場が将来にわたりどのように変化していくかは、食品製造業者が商品

開発や販路開拓等の取組を進めるうえで重要な要素となり、その動向を十分

に見極める必要がある。 

 

◎ 共働き世帯や高齢単独世帯の増加といった世帯構成の変化等に伴い、食費内

訳にも変化が見られる。食費内訳のうち、調理してある食品へのニーズや外食

の割合が増大する一方で、調理素材の割合が減少していることから、家で食材

を料理して食事をすることが減少するなど、家庭における食事のとり方にも

変化が見受けられる。 

 

◎ より具体的には、家庭における食事の準備にかける時間や労力を減らす傾向

が進むものと推測され、今後も食事準備の時短に対するニーズは増大すると

考えられる。 

 

◎ 国内外の市場規模に目を向けると、国内市場は人口減少に伴い縮小が見込ま

れる一方で、世界の食市場は人口の大幅な増加や生活レベルの向上により拡

大することが予測され、世界市場での販路開拓は、中小の食品製造業者にとっ

ても商機となる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業 2019」 

図表：食市場の変化（東京における食費内訳の推移） 

出典：食品産業戦略会議（中間論点整理） 

国内外の食市場の規模 
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（消費者ニーズの変化） 

◎ 消費者が食品を選択する際の重要な要素となる食に関する志向については、

「健康志向」、「簡便化志向」、「経済性志向」のいずれも、直近 10年で上昇し

ている。 

 

◎ 食品の安全性に対する消費者の意識は高く、基礎的な知識を持って自ら判断

していると考える人の割合は高く、消費者が食品を選択する上で安全な食品

かどうかは重要な要素となっている。 

 

◎ 消費者ニーズが様々に変化する中で、今後、食品製造業者も多様な消費者ニー

ズをより的確に捉え、対応を進めていくことが求められる。 
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出典：日本政策金融公庫「消費者動向調査」 

＜食品の安全性についての消費者の意識・行動＞ 
 ○食品を買うときなどに「消費期限」、「アレル 
  ギー表示」など容器包装に記載されている表示 

を確認する 
 ○健康食品を選ぶ場合は、成分名、含有量、品質 

保証に関するマークなど表示されている内容を 
よく読み、自分に必要かどうか検討してから購 
入するなど 

資料：内閣府「食育に関する意識調査」（平成２９年）より東京都作成 
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（法制度の変遷） 

◎ 食品製造業者に関わりの深い食品関連の法令や認証制度は社会情勢の変化や

消費者ニーズに応じて、適宜、創設・改正が行われている。 

 

◎ 近年、食品表示法の施行や食品衛生法の改正などにより、食品製造業者には

様々な対応の義務付けが行われており、これらは、とりわけ中小食品製造業者

にとって大きな負担となっている。 

 

◎ また、新たな付加価値を創出するために機能性表示食品制度を活用すること

は、機能性の効果に関するエビデンスの取得などにかかるコストや時間など

に関して、中小食品製造業者にとって多大な負担ともなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：食品関係の近年の法改正の動向 

出典：厚生労働省、農林水産省、消費者庁公表情報より作成。 

 食品表示法の制定（平成 27 年４月施行） 

【内容】 
 加工食品と生鮮食品の区分が JAS 法に基づく区分に統一 
 令和２年４月から、新表示に完全移行。消費者の混乱を避けるため、旧基準  表示と新基

準表示の混在は、原則禁止に。 
• 添加物・アレルギー表示のルール改善 
• 栄養成分表示の義務化 
• 栄養強調表示のルール改善 
• 栄養機能食品のルール改善   など 

 機能性表示食品制度（平成 27 年４月施行） 

【内容】 
 特定の保健の目的が期待できる（健康の維持及び推進に 

     役立つ）という食品の機能性が表示可能に。 
 生鮮食品を含め、すべての食品が対象に。 
 国の定めるルールに基づき、販売前に消費者庁長官に届出

が必要 
 事業者は自らの責任において、科学的根拠

＊
を基に適正な 

表示を行う必要がある。 

  ＊科学的根拠 
   臨床試験又は研究レビュー 
   （システマティックレビュー）に 
   よって、科学的根拠を説明 

 食品衛生法の改正（令和２年施行予定） 

【改正内容】 
 広域的な食中毒事案への対策強化    
 HACCP に沿った衛生管理の制度化 
 特別の注意を必要とする成分等を含む 

食品による健康被害情報の収集 
 国際整合的な食品用器具・容器包装の

衛生規制の整備  

    
 営業許可制度の見直し、営業届出制度の

創設 
 食品リコール情報の報告制度の創設 
 その他（乳製品・水産食品の衛生証明書

の添付等の輸入要件化、自治体等の食品
輸出関係事務に係る規定の創設等） 
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（技術革新の進展） 

【バイオ技術の拡大】 

◎ 食品製造業において、発酵や醸造等のバイオ技術は従来から利用されている

が、近年、新しいバイオ技術を活用した食品の開発も進んできている。 

 

◎ 国内のバイオ産業の市場規模は、2003年から 2015年の間に 90％成長し

ている。2015 年のバイオ産業の市場規模は 3.1 兆円であり、その 25％を

農業・食品分野が占めている。バイオ産業の市場の拡大に伴い、食品製造業に

おけるバイオ技術の活用も重要性を増している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所：経済産業省「バイオテクノロジーが生み出す新たな潮流～生物機能を用いた新産業創出に向けて～」（平成 28 年 3 月） 
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【AI・IoT・ロボットの普及】 

◎ 食品製造業においても、AI や IoT を活用した品質管理や在庫管理のほか、ロ

ボットを活用した自動化など先端技術の導入が進んでいる。国内の食品製造

業者（115社）に対するアンケート結果では、ロボットの導入率は 2019年

に 50％を超え、「導入を検討・関心あり」を含めると 60％超の企業がロボッ

ト導入に取り組んでいる。 

 

◎ AI 等の先端技術を導入し工程の一部を自動化・省力化して、人によるチェッ

クが不可欠な工程に従業員を重点的に配置することを進めることにより、生

産性と品質の向上を同時に実現することも可能であるため、企業からの注目

度も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：食品分野における AI・IoT・ロボットの導入事例 

出所：農林水産省 食料産業局 食品製造課 
    「食品製造業の生産性向上事例集」 
    （平成 30 年度 食品産業イノベーション推進事業） 

出所：矢野経済研究所 
    「国内の食品製造業でもロボットをはじめとした自動化・省人化の取組が進展」 

図表：食品製造業におけるロボット導入、および導入検討状況 

AI・IoT 
  【画像処理】原料計量装置、不良品検出システム 
    【需給予測】在庫数量コントロールシステム、 
          ダイナミックプライシング 
         （需給予測に応じた価格調整） 
ロボット 
   全自動加工機械、自動包装作業機械 
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（都内の食品製造業の事業所数、出荷額等の推移） 

◎ 都内食品製造業における事業所は、９割以上を従業者 300 人未満の中小・零

細企業が占めている。 

 

◎ 都内の食品製造業の事業所数は減少傾向にあり、特に、29 人以下の小規模事

業所数は過去 10年間で約３割減少している。 

 

◎ 事業所数が減少する一方で、出荷額については近年横ばい傾向となっており、

その要因として廃業した小零細事業者の事業を中規模以上の事業所が取り込

んでいると推察され、小零細事業者にとって厳しい経営環境が続いているこ

とが想定される。 
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３ 都による食品製造業に対する支援 

農林水産業振興としての支援 

農林水産業を振興するため、東京都立食品技術センターは東京都農林総合研究セ

ンター（公益財団法人東京都農林水産振興財団）と連携しながら、産業労働局農林水

産部とともに都内の農林水産業者並びに農林食品製造業者へのサポートと都民の食

の安全と食生活の充実に向けて、６次産業化の推進、食品工業技術の向上とその成果

の普及を図る事業を行っている。 

 

【技術面からの支援】 
 

【東京都立食品技術センター】 ※実績は平成 30年度実績 

 主に食品製造業者を対象に加工技術や製品開発に関する技術相談、 

試験研究、依頼試験の実施や試験室を開放し、試験機器を貸出しを実施 

 

・所在地：東京都千代田区神田佐久間町一丁目９番地 

     東京都産業労働局秋葉原庁舎内 

 

・組織体制：（職員数）17名（うち研究員 10名） 

 

 

（試験研究を通じた支援） 

・ 食品製造業が抱える技術上の諸課題をテーマに基礎的・基盤的研究や実践研究を

行い、その成果を企業等に普及することを目指す支援を行うほか、技術力の向上

が必要となる先行的な研究や産学公連携による共同研究を実施している。 

 

（依頼試験による支援） 

・ 食品製造業者からの依頼に応じ、食品原材料や加工食品等についての各種試験（化

学試験、物理試験、微生物試験）を実施し、依頼者から要望があった場合、各試

験結果に関する成績証明書を発行している。こうした試験の件数は、年間で約

400件にのぼり、微生物試験が約 300件と特に多い。 

 

（技術支援の実施）  

・ 食品製造業者などが直面する技術上の諸課題を解決するため、技術相談、研修会、

成果発表会、業種別研究等の技術支援などを実施している。年間 1,000 件超の

相談が寄せられ、製品の開発や品質管理に関する相談が多いほか、成果発表会や

複数の業種別研究会を開催している。 
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（開放試験室の利用公開）  

・ 製品の分析や技術開発、品質管理などを目的に試験機器を企業に貸し出し、企業

の技術力向上を支援しており（食品中の生菌数、糖度、色素、ｐｈ計測など）、年

間の機器利用件数は、700件を超える。 

 

 

【経営面からの支援】 

（農林水産部、東京都立食品技術センター、農林水産振興財団） 

 

（食品利用高度化の推進） 

・ 都内産の原材料を用いた加工食品等に認証マークを提供する事業（東京都地域特

産品認証事業）等を通じて、地域特産品のブランド化を後押ししている。 

 

（地域特産品の開発支援）  

・ 事業者の独自の技術や都内産の農林水産物を活用した新たな特産品の開発を支援

するとともに、それらの販路開拓やＰＲの強化を支援している。 

 

（魅力ある農業経営の展開）   

・ 経営改善に意欲のある農業者等に対して、経営上の課題の解決のために専門家派

遣や農業経営の多角化（６次産業化）などに向けた新たな取組を対象として支援

を行うとともに、都内産農林水産物の地産地消を推進している。 
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商工業振興としての支援 

商工業振興の面からは、中小企業を対象に、産業労働局商工部、地方独立行政法人

東京都立産業技術研究センター、公益財団法人東京都中小企業振興公社が連携しなが

ら、製品や技術の開発などの面から支援を行うとともに、マーケティングや事業承継

や知的財産活用支援など経営面からの支援を実施している。そのほか、海外展開支援

なども行っている。 

 

 

【技術面からの支援】 

 

【東京都立産業技術研究センター】 ※実績は平成 30年度実績 

 東京都内の中小企業に対する技術支援により、東京の産業 

振興を図り、都民生活の向上に貢献する。 

 

・所在地（本部）：東京都江東区青海２－４－10 

         城東、墨田、城南、多摩等にも支所等設置 

 

・組織体制：（職員数）350名 

 

（研究開発を通じた支援）  

・ 基盤技術の高度化や今後成長が見込まれる技術の強化を目的に研究開発を行い、

ものづくりに不可欠な機械や電気・電子のほか、情報分野、化学、バイオ等を含

めた基盤技術分野に幅広く対応した支援を実施している。令和元年度からバイオ

技術等を活用した化粧品や食品に関する産業支援事業を開始した。中小企業のＩ

ｏＴ化支援のほか、デザイン技術を活用した製品開発手法の普及など生活関連産

業支援等も行っている。 

 

（技術開発・製品開発支援） 

・ 専門知識や試験研究設備を活用した、技術的アドバイスや各種の試験測定や分析

などによって、中小企業の技術的課題の解決を支援している。また、高付加価値

製品の開発や販売力のある商品開発のためのノウハウの提供など、中小企業の新

製品・新技術開発を支援している。 

  （技術相談） 

材料・化学、製造技術、デザイン、製品化支援技術など幅広い分野の技術相

談を実施しており、年間約 14万件の相談件数があるが、食品関連企業から

の相談は 0.2％程度である。 
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  （依頼試験） 

企業の依頼に基づき、品質管理や性能評価など各種の試験、測定、分析を実施

し、年間約 15 万件の依頼件数がある一方で、食品関連企業の依頼は 0.5％程

度にとどまっている。 

  （高付加価値開発支援） 

３Ｄプリンター等による高精度な寸法や形状の測定技術と評価により、高付加

価値製品の開発の支援を行っている。年間約３万件の利用があるうち、食品関

連企業による利用は数件程度である。 

 

（技術経営支援） 

・ 技術経営支援として、知的財産権の使用許諾を推進し、中小企業などの技術開発

や製品開発を支援している。 

 

（海外展開支援） 

・ １都 10 県１市
※
が連携することで、所内に広域首都圏輸出製品技術支援センタ

ーを設けて、輸出時における海外の製品安全規格についての相談や情報提供、海

外の製品規格に適合するための評価試験などを実施し、中小企業の海外展開支援

を行っている。 

 

 

 

 

【経営面からの支援】 

 

【東京都中小企業振興公社】 ※実績は平成 30年度実績 

 東京都における中小企業の総合的・中核的な支援機関として、創業から事業化、

承継・再生まで企業のあらゆるステージに対して豊富な支援メニューで支援を行

い、東京の経済活性化と都民の生活向上を目指す。 

 

・所在地（本社）：東京都千代田区神田佐久間町一丁目９番地 

東京都産業労働局秋葉原庁舎内 

          ほか、城東、城南など都内各地に支社や 

センター、国外にタイ事務所を設置 

 

・組織体制：（職員数）約 400名 

 

  

※東京都、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、山梨県、 
長野県、静岡県、横浜市 
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（総合相談・専門家派遣） 

・ 中小企業診断士や弁護士等の専門家を配置した総合相談窓口を設置し、中小企業

の相談にワンストップ体制で対応するとともに、相談内容に応じ公社の各種事業

や他の支援機関との連携により、効果的な対応やフォローアップを行っている。

秋葉原本社では、年間で約 1万 4千件の相談があり、そのうち食品関連の相談は

約１％程度である。 

 

（マーケティング支援） 

・ 優れた製品開発力や技術力を持ちながら、市場開拓の力が十分でなく販売先の確

保に苦慮する中小企業を対象に、販路開拓に当たってのマーケティングの支援を

実施している。年間の新規支援企業数は約 400 社で、そのうち食品関連企業は

約 1％である。 

 

（経営革新等に対する支援） 

・ 新たな事業展開や新製品・新技術開発などを行う中小企業を対象に、事業プラン

に対する事業可能性の評価や、開発から事業化までの支援を実施するほか、訴求

力のある製品や商品づくりのためのデザイン支援や、ＩｏＴ、ＡＩ等の導入支援

等を行っている。 

 

（事業承継や事業再生に対する支援） 

・ 経営環境の変化や後継者不足等の理由から事業承継の課題を抱える中小企業や経

営上で債務が多いなどの課題はあるが事業の将来性のある中小企業に対し、相談

体制を整備するとともに、専門家等と連携して総合的な支援を実施している。 

 

（知的財産の活用に係る支援） 

・ 東京都知的財産総合センターにおいて、知的財産に係る総合的・専門的な相談や

情報提供等の支援を実施している。相談件数は 6,000 件を超え、そのうち食品

関連企業からの相談は１％弱である。 

 

（海外取引及び海外展開等の支援） 

・ 海外販路の開拓の方法に詳しい専門家（海外販路ナビゲータ―）が中小企業と専

門商社等をマッチングして海外市場への進出を後押しする取組や、国内外の展示

会への出展支援を行っている。 

 

（各種助成による支援） 

・ 中小企業の技術開発等を支援するため、経営基盤の強化やＰＲ展開を進める企業

の様々な経費、成長産業分野への参入やＩｏＴ活用を目指す企業の最新機械設備

の導入経費などを対象とした各種助成事業を実施している。 
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現行の支援の課題 

 

○ 農林水産部門における食品製造業者等に対する支援は、都内産農産物等の活

用や加工品の機能面の評価など、素材分野を中心とした支援に重点が置かれ

ているが、今後は、従来のサポート態勢を質と量の両面から充実するとともに

商工部門も含めた、一体的・総合的な支援を進めていくことが必要となる。 

 

○ 商工部門における中小企業支援は、様々な支援メニューを設けているが、現在、

食品製造業者の利用状況をみると、利用が進んでいるとは言い難い面がある。

今後、企業にとってより利用しやすい工夫を進めていくことが、課題の一つと

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現行の支援の課題 
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４ 食品製造業の活性化に向けたポイント 

 

 都内の中小食品製造業者が、社会構造や消費者ニーズの変化に対応して安全・安心

が確保されて市場の求める商品を提供し、経営力を高めていくためには、都としての

支援のあり方について根本まで遡った見直しが必要である。これまでの外部有識者や

業界団体の代表による専門家会議での議論の内容などを踏まえると、以下の４点が重

要となる。 

 

 

 

 

 

（１）事業者が抱える経営課題やその解決に向けた支援ニーズを十分に把握し、家

族経営などの小零細から中規模の事業者まで、それぞれの事業者の実情に応

じたきめ細かな支援を実施  

 

（２）消費者が求める商品の開発、製造・加工に関する技術の高度化や新たな販路

の開拓など、製造業の基盤となる各プロセスへの支援を充実 

 

（３）食の安全・安心の確保や都内産の農林水産物を生かした特産品開発は引き続

き支援を実施 

 

（４）商品の企画・開発から、加工、販売まで、いわゆる川上段階から川下段階ま

でを一気通貫で行う総合的な支援を実施 

 

  

 

 

 

  

ポイント 
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５ 今後の食品製造業の支援に関する具体的な方向性 

  

 （１）多様化する消費者ニーズなど、外部環境の変化に対応した支援 

  【事業者の課題とその対応の方向性】 

   （消費者ニーズへの対応） 

・ 少子高齢化に伴う健康志向を背景とした機能性食品や健康食品へのニーズ

の高まりや、共働き世帯の増加による調理食品へのニーズの増大など、消費

者が求める商品の変化に対応していく必要がある。 

 

   （食の安全・安心の確保） 

・ 食の安全・安心に対する消費者の意識は年々高まっており、HACCP などの

認証取得や成分表示に関わる法令等の改正への対応が不可欠となっている。

また、海外市場展開を志向する場合にも、認証取得や現地の規格への対応が

必要である。 

 

   （生産者と製造事業者の連携） 

・ 消費者ニーズは多様化しており、ニッチなニーズへの対応が可能な点で中小

食品製造業者の強みを生かすことができる。こうした多様なニーズに応える

際に、地域性を生かした商品の開発や農家などの生産者と連携した農商工連

携が重要となる。 

 

 

    

・ 都の支援機関が、社会の潮流を的確に捉えた商品の開発に向けて、きめ細

やかな情報提供やアドバイスを行えるよう、支援の充実・強化を図ってい

く。 

 

・ 食の安全・安心に関する認証取得や最新の法制度などに関する情報提供や

アドバイスを充実させるとともに、事業者が対応に要する負担を軽減でき

るような支援も検討していく。 

 

・ 消費者の多様なニーズに応える商品開発や農林水産物の６次産業化の推進

とともに、それを進める際に必要となる、生産者や地域の多様な主体との

連携の促進に向け、都の支援機関が食品加工に関する研究開発機能やコー

ディネート機能を発揮できるように支援機能の充実を図る。 

  

都の支援の方向性 
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 （２）中小食品製造業者の基盤的な経営力の強化 

  【事業者の課題とその対応の方向性】 

   （事業や技術の継承への対応） 

・ 都内の中小食品製造業者は過去 10年間で７割程度にまで減少している。一

方で、製品出荷額はほぼ横ばいで推移している。こうした中、現在の事業者

の経営力を高めるとともに、円滑な事業の承継や技術の継承を進めていくこ

とが必要となる。 

 

   （商品の高付加価値化への戦略） 

・ 高付加価値で売れる商品を生み出すには、商品の開発段階から加工・製造段

階、販路開拓段階までを一体的に捉え、自らの強みの発揮や他社との差別化

をいかに図るかなどをテーマとする経営戦略を持つ必要がある。 

 

   （収益力の向上） 

・ 収益力を高めるためには、商品開発や加工において新たな技術を取り入れる

ことが重要であるが、中小食品製造業者が独力で研究開発部門を持つことは

難しいため、都の支援機関や大学などのサポートを効果的に活用することが

必要である。 

 

 

    

・ 都内の中小食品製造業に対する総合的な支援の方針を定め、その方針に沿

ってサポートの充実を図るとともに、事業承継に際しても的確な支援を行

い、都内食品産業の維持・発展を支えていく。 

 

・ 商品の開発から、加工・製造、販売までの一貫支援を行うために、東京都立

食品技術センターを中心とする農林水産部門での支援だけでなく、東京都

立産業技術研究センターや東京都中小企業振興公社など商工部門による支

援も含めた一体的なサポートの展開を検討していく。 

 

・ 中小食品製造業者が新たな技術を導入できるよう、都の支援機関が先端的

な技術分野まで支援の領域を拡大し、内容の高度化を図るとともに、産学

公連携の取組をサポートできるようコーディネート機能のレベルの向上を

検討する。 

 

 

  

都の支援の方向性 
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 （３）売れる魅力的な商品の開発への支援 

  【事業者の課題とその対応の方向性】 

   （市場ニーズの把握） 

・ 新商品の開発にあたっては、大手メーカーのように一般的なマーケットリサ

ーチに頼るのではなく、地域ならではの良さを生かしながら、ニッチなニー

ズを取り込む視点等が重要となる。また、海外市場への展開を図る場合には、

ターゲットとする地域ごとの特徴をつかむことが必要である。 

 

   （ブランド戦略の展開） 

・ 魅力的な商品を開発するポイントの一つとして、地域ならではのブランド化

が効果的であり、その際には商品のストーリー性に加え、ネーミングやパッ

ケージも含めた総合的なブランド戦略が必要となる。また、ブランドの開発

にあたり、地域の多様な主体と連携したオープンイノベーションが重要とな

る。 

 

   （知的財産の仕組みの活用） 

・ 独自開発した商品やブランドは、そのネーミングや意匠について知的財産の

仕組みを活用して積極的に保護することが重要になる。 

 

 

    

・ 市場ニーズを捉えた商品の開発をサポートしていくため、事業者の持つ強

みや売りについて気づきを与えるとともに、国内外の市場の動向や消費者

の嗜好などについて的確なアドバイスを実施していく。 

 

・ ブランド戦略の展開に当たり、都として専門家によるアドバイス等に加え、

オープンイノベーションの観点を取り入れられるよう地域の多様な主体と

の間でのコーディネート機能を発揮できるよう支援の充実を検討していく。 

 

・ 知的財産の活用にあたっては、東京都中小企業振興公社や東京都立産業技

術研究センターでの支援メニューも積極的に都内の中小食品製造業者に提

供する。 
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（４）販路開拓のサポートの効果的な展開による売上げの確保 

  【事業者の課題とその対応の方向性】 

   （商品ＰＲの工夫） 

・ 様々な商品が溢れる東京においては、優れた商品を作り出しても、中小食品

製造業者が独力でＰＲを行うことには限界があり、事業者同士が連携するな

ど効果的な発信により存在感を際立たせる必要がある。 

 

   （購買方法の変化への対応） 

・ 消費者のニーズの多様化やライフスタイルの変化を背景に、インターネット

の発達によるネット販売や宅配型の販売が広がる中、食品の購買方法の変化

に対応できる販売システムや人材育成など社内体制の整備が必要である。 

 

   （新たな販路の開拓） 

・ 地域ブランドとして確立した商品をインバウンド向けの販売や海外マーケ

ットへの進出で活用することは、新たな商機につながる。その実現を効果的

に進めるため、SNS 等の最新の媒体も含めた的確なＰＲ活動のほか商品の

特性に応じた海外進出先の選定が重要となる。 

 

 

    

・ 中小食品製造業者の優れた商品の効果的なＰＲに向け、展示会や商談会へ

の出展を後押しするとともに、新商品の販売ルートの開拓など、販路開拓

のサポートを図る。 

 

・ Ｅコマースなどの新たな流通体制に対応した社内体制の整備にあたり、専

門家によるアドバイスを行うとともに、システム導入等に要する負担を軽

減できるような支援を行う。 

 

・ インターネットの活用などの新たなＰＲ戦略の作成や、効果的な海外販路

開拓に向け、専門家によるアドバイスや情報提供を行っていく。 
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 （５）技術の高度化や新技術の導入を支援 

  【事業者の課題とその対応】 

   （先端技術の活用） 

・ 中小食品製造業者が、新商品の開発や生産性の向上を図るうえで、従来から

用いられている原材料等を加工する技術に加え、バイオテクノロジーを始め

とする先端技術などの導入を図ることが重要である。 

 

   （デザイン性の向上） 

・ 消費者にとって魅力のある商品を作るため、味を始めとする品質の向上を図

るだけでなく、プロダクトデザインの観点から商品そのものやパッケージの

デザイン性を高めていく取組が必要となる。 

 

   （生産性の向上） 

・ 生産工程管理を確実に行い生産性を向上させるためには、最新のＩｏＴや

ＡＩ技術を取り入れた先端機器の導入も必要である。 

 

 

    

・ 中小食品製造業者に対して、様々な角度から新技術の導入をサポートでき

るよう都立食品技術センターでの技術支援に加え、都立産業技術研究セン

ターが持つ知見も活用し、総合的な技術支援を展開していく。 

 

・ デザイン面での支援にあたり、都立産業技術研究センターでの支援ノウハ

ウや保有する３Ｄプリンター等の機器を活用した支援を展開していく。 

 

・ ＩｏＴやＡＩ技術を取り入れた先端機器導入のノウハウについて都立産業

技術研究センター等の知見を生かしてアドバイスを行うとともに、導入に

際しての負担を軽減できるようなサポートも行っていく。 

 

 

  

  

都の支援の方向性 



 

22 

（６）新しいサポートを支える体制の確保 

 

    

・ 中小食品製造業者を製造業として支援していくためには、商品の開発から、

加工・製造、販売に至る、いわゆる川上から川下まで一気通貫の支援を実

施する必要があり、今後、食品産業支援は商工部門が主体となり、推進し

ていく。 

 

・ なお、食の安全・安心の確保や地産地消、農商工連携の推進の観点から、農

林水産部門との十分な連携は不可欠である。 

 

・ 技術支援においては、都立食品技術センターにおける食品工業技術の一層

の充実を図るとともに、工学面の幅広い技術の知見を支援に取り入れられ

るよう、都立産業技術研究センターの支援態勢との融合を検討していく。 

 

・ 中小食品製造業者からの相談にワンストップで対応し、事業者が直面する

課題の解決と、経営力を高めるためのオープンイノベーションをサポート

できるよう都の支援機関の体制の充実を検討していく。その際には、組織

運営面での機動性や柔軟性が確保できるよう、現在の各支援機関の運営形

態も踏まえて検討を進める。 
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６ 今後の検討の進め方 

 

 この中間のまとめで整理した都の支援の方向性をもとに、充実させるべき施策のよ

り詳細な内容や、それらの実施にふさわしい組織のあり方について、今後検討を深め

ていく。具体的には、専門家会議での議論も十分に踏まえ、今年夏頃を目途に都内食

品産業の支援方針として取りまとめていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


